
労働安全衛生法改正の主なポイントについて

一人親方、フリーランス、中小事業者・役員のみなさま

労働者と同一の場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護の対象及び義務の主
体として位置付け、注文者等や個人事業者等自身が講ずべき各種措置が定められました。

１ ．注文者による配慮(R7.5.14施行）

注文者（建設業の元請、荷主、業務委託者など）は、施工方法、作業方法、工期、納期等について、安全で
衛生的な作業の遂行を損なうおそれのある条件を付さないように配慮することが明確化されました。

２ ．混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大（R8.4.1施行）

建設業、 製造業などの元方事業者が災害防止のために行う指導や連絡調整等の対象が、 労働者だけで
なく、 個人事業者等を含む同一場所で働く全ての作業従事者に拡大されました。

３. 個人事業者等死傷病報告制度（R9.1.1施行）
個人事業者等の業務上災害が発生した場合には、 災害発生状況等について労働基準監督署へ報告する
仕組みができました。報告は、電子情報処理組織を使用することを原則とし、報告事項については、以下に
掲げる事項です。

４. 個人事業者及び作業従事役員等自身への義務化（R9.4.1施行）
個人事業者及び作業従事役員等も以下の措置が義務付けられました。
・構造規格や安全装置を具備しない機械などの使用禁止
・フォークリフトなど特定の機械について定期自主検査の実施
・アーク溶接など危険・有害な作業に就く際の安全衛生教育の受講

５. 作業場所を管理する者への連絡調整措置が義務化（R9.4.1施行）

一の場所において、作業場所管理事業者に対して、その管理する場所において危険 ・有害な業務を行う場
合に、 作業間の連絡調整等の必要な措置を講ずることが義務付けられました（作業場所の例：建設現場、工
場構内、商業施設のバックヤード、卸売市場、倉庫・空港ターミナルなど）。連絡及び調整とは、定常的に発生
する作業について、当該場所における作業ルールをあらかじめ定め、それを周知しておくことや、非定常作業
が発生する際に、当該作業を行う者等が危険箇所に誘導員を配置すること等が、連絡調整に含まれます。

厚生労働省北海道労働局・労働基準監督署（支署） 

報告事項

①報告者に関する情報

 労働保険番号、事業場の名

称、災害発生場所の事業場や

工事名、元方事業者名称等

②被災者に関する情報

 氏名、生年月日及び年齢、

性別、職種、経験期間、傷病名、

傷病部位、特別加入の状況、休

業見込期間又は死亡日時、外国

人の場合の国籍等

③災害に関する情報

負傷又は疾病の発生日時、

発生場所の所在地、発生状況

及びその略図並びに原因

④その他

報告年月日、報告者の職氏名

考え方
個人事業者等
（被災者）

特定注文者
（※1）

災害発生場所
管理事業者

（※2）

特定注文者が存在しない場合は、災害発生場所
管理事業者が把握した場合に報告

特定注文者、災害発生場所管理事業者のいずれ
も存在しない場合は、報告義務対象外
　※個人事業者等が加入している関係団体等
　　による情報提供は可能

個人事業者等が特定注文者に報告、その内容
を踏まえて、特定注文者が監督署に報告

特定注文者が存在しない場合は、個人事業者等
が災害発生場所管理事業者に報告、その内容を
踏まえて、災害発生場所管理事業者が監督署に
報告

特定注文者、災害発生場所管理事業者のいずれ
も存在しない場合は、個人事業者等自らが監督
署に情報提供

（参考）個人事業者等の業務上災害報告制度に係るイメージ図

休業４日未満等報告義務対象外の災害は、個人
事業者や個人事業者が加入している団体等が情
報提供可能
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※ 災害発生場所において個人事業者等が労働者と同じ場所で就業していた場合に限る。

 また、個人事業者等が中小企業経営者や役員の場合は、所属企業が報告主体となる。

特定注文者
災害発生場所管
理事業者

※



労働者と同一の場所・・・屋内外を問わず、原則として、物理的に同一の空間において、労働者及び労働者以外の作業

 従事者の作業が同時 に行われる場所。必ずしも同一の区画又は階層に限定されるものではない。  （令和８年３月30

 日付け基発0330第１号）

 事業者・・・事業を行う者で労働者を使用するもの（法第２条）

 個人事業者・・・事業を行う者で労働者を使用しないもの（法第31条の３）。例：一人親方、フリーランス（下図参照。）

 個人事業者等・・・法令用語ではないが、個人事業者のほか、中小事業の事業主、役員も含んで用いる用語。

 一の場所・・・異なる事業主体が相関連して相互に安全衛生上影響を及ぼし得る関係にある区域であって、異なる

 業種に属する事業又は異なる目的の仕事が行われる場合についても適用され得る。

 作業場所管理事業者・・・仕事を自ら行う事業者であって、  当該仕事を行う場所を管理するもの（法第30条の４、安衛

 則第643条の12）

 災害発生場所管理事業者等・・・事業を行う者であつて、仕事の作業を行う場所を管理するもの（安衛則第98条の２）

 作業従事者・・・労働者及び労働者と同一の場所において仕事の作業に従事する労働者以外のもの（法第31条の３）

 作業従事役員等・・・事業者（中小事業者（法第42条第３項）。労働者災害補償保険法施行規則第46条の16。）の

 代表者又は役員）又は個人事業者（これらの者が法人である場合には、その代表者又は役員）である作業従事者（中小

 事業者については,、上記の表「○ 中小事業の業種及び規模」に該当する事業者 参照）。

 注文者・・・仕事を他人に請け負わせるもの（法第３条）

 特定注文者・・・個人事業者等が行う仕事の注文者であって、  災害発生場所（事業場等）  において業務を行ってい

 る者のうち、個人事業者等から見て直近上位のもの（安衛則第98条の２）

令和８年８月

用語について

個人事業者等の安全衛生対策についての特設ページ（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_rou

dou/roudoukijun/anzen/anzeneisei03_00004.html
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